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平成18年９月期  個別中間財務諸表の概要 平成18年５月19日 
 

上場会社名 株式会社 長大  上場取引所 東京証券取引所市場第二部

コード番号  ９６２４  本社所在地都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.chodai.co.jp）    

代 表 者 役職名 代 表 取 締 役 社 長 氏名 友澤武昭   

問合せ先責任者 役職名 取締役専務執行役員
管 理 本 部 長

氏名 田村 哲 Ｔ Ｅ Ｌ ( 0 3 ) 3 6 3 9 - 3 3 0 1

決算取締役会開催日 平成18年５月19日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 － 単元株制度採用の有無 有（１単元500株） 

 

１．18年３月中間期の業績（平成17年10月１日～平成18年３月31日） 

(1）経営成績 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 

18年３月中間期 5,681 △ 11.0 △    126 － △     31 － 

17年３月中間期 6,385 △  7.7 148 112.0 254 339.8 

17年９月期 13,929 △  4.7 337 28.7 500 70.4 

 

 
中間（当期）純利益 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

 百万円 % 円 銭 

18年３月中間期 △    111 － △  11.85 

17年３月中間期 178 3,521.2 19.02 

17年９月期 302 128.0 30.51 

(注) ①期中平均株式数 18年３月中間期 9,402,577株 17年３月中間期 9,406,917株 17年９月期 9,406,103株 

 ②会計処理の方法の変更 有 

 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2）配当状況 

（注）18年３月中間期配当金の内訳  １株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 記念配当 0円00銭 

 円 銭 円 銭 特別配当 0円00銭 

18年３月中間期 0.00 －   

17年３月中間期 0.00 －   

17年９月期 － 10.00   

 

(3）財政状態 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 % 円 銭 

18年３月中間期 17,789 10,135 57.0 1,078.13 

17年３月中間期 17,797 9,972 56.0 1,060.24 

17年９月期 14,377 10,197 70.9 1,084.41 

(注) ①期末発行済株式数 18年３月中間期 9,400,920株 17年３月中間期 9,405,800株 17年９月期 9,403,920株 

 ②期末自己株式数 18年３月中間期 15,080株 17年３月中間期 10,200株 17年９月期 12,080株 

 

２．18年９月期の業績予想（平成17年10月１日～平成18年９月30日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通  期 12,600 300 50 8.00 8.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）5円32銭 

 

※ 上記の予想は、本資料の発表日において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は、今後の

さまざまな要因により異なる結果となる可能性があります。 



 
 
[添付資料] 
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 Ⅰ 中間財務諸表等 
 
１．中間貸借対照表               （単位：百万円）

前中間会計期間末 
 

(平成17年３月31日現在)

当中間会計期間末 
 

(平成18年３月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年９月30日現在)

期  別 
 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 （資産の部）  ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産   

 現金及び預金  3,195 3,119  4,217

 受取手形  0 1  －

 完成業務未収入金  4,459 4,181  1,205

 未成業務支出金  3,253 2,903  1,885

 繰延税金資産  24 83  127

 その他  229 307  226

 貸倒引当金  － △      113  △      113

 流動資産合計  11,163 62.7 10,484 58.9 7,549 52.5

Ⅱ 固定資産   

 有形固定資産   

 建物  1,134 1,267  1,100

 土地  1,937 1,861  2,004

 その他  90 81  221

 有形固定資産合計  3,162 17.8 3,210 18.1 3,326 23.1

 無形固定資産  107 0.6 92 0.5 93 0.7

 投資その他の資産   

 投資有価証券  893 1,639  1,058

 繰延税金資産  568 530  478

 その他  1,953 1,831  1,871

 貸倒引当金  △       50 －  －

 投資その他の資産合計  3,365 18.9 4,001 22.5 3,407 23.7

 固定資産合計  6,634 37.3 7,305 41.1 6,828 47.5

 資産合計  17,797 100.0 17,789 100.0 14,377 100.0
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               （単位：百万円）

前中間会計期間末 
 

(平成17年３月31日現在)

当中間会計期間末 
 

(平成18年３月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年９月30日現在)

期  別 
 
 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 （負債の部）  ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債   

 業務未払金  1,433 1,270  539

 短期借入金  2,350 2,600  50

 未払法人税等  189 50  372

 未成業務受入金  1,629 1,406  878

 その他  705 620  793

 流動負債合計  6,308 35.5 5,949 33.4 2,634 18.3

Ⅱ 固定負債   

 退職給付引当金  1,515 1,548  1,542

 その他  2 156  2

 固定負債合計  1,517 8.5 1,705 9.6 1,544 10.8

 負債合計  7,825 44.0 7,654 43.0 4,179 29.1

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  3,107 17.5 3,107 17.5 3,107 21.6

Ⅱ 資本剰余金   

 資本準備金  4,864 4,864  4,864

 資本剰余金合計  4,864 27.3 4,864 27.3 4,864 33.8

Ⅲ 利益剰余金   

 利益準備金  251 251  251

 任意積立金  1,130 1,230  1,130

 中間（当期）未処分利益  550 352  673

 利益剰余金合計  1,931 10.8 1,833 10.3 2,054 14.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金  72 0.4 336 1.9 176 1.2

Ⅴ 自己株式  △        3 △0.0 △        6 △0.0 △        4 △0.0

 資本合計  9,972 56.0 10,135 57.0 10,197 70.9

 負債資本合計  17,797 100.0 17,789 100.0 14,377 100.0
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２．中間損益計算書               （単位：百万円）

前中間会計期間 
 

自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日

当中間会計期間 
 

自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日

期  別 

 

 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

   ％ ％ ％

Ⅰ 売上高  6,385 100.0 5,681 100.0 13,929 100.0

Ⅱ 売上原価  4,622 72.4 4,285 75.4 10,318 74.1

 売上総利益  1,763 27.6 1,395 24.6 3,611 25.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,614 25.3 1,522 26.8 3,273 23.5

 営業利益又は営業損失(△）  148 2.3 △      126 △2.2 337 2.4

Ⅳ 営業外収益   

 受取利息  1 3  4

 その他  129 108  184

 営業外収益合計  131 2.1 111 2.0 189 1.4

Ⅴ 営業外費用   

 支払利息  11 9  17

 その他  13 6  8

 営業外費用合計  24 0.4 16 0.3 25 0.2

 経常利益又は経常損失(△）  254 4.0 △       31 △0.6 500 3.6

Ⅵ 特別利益  － － 18 0.3 － －

Ⅶ 特別損失  － － 166 2.9 － －

 税引前中間（当期）純利益 
又は税引前中間純損失(△)  254 4.0 △      180 △3.2 500 3.6

 法人税、住民税及び事業税  166 2.6 51 0.9 373 2.7

 法人税等調整額  △       90 △1.4 △      119 △2.1 △      174 △1.3

 中間（当期）純利益
又は中間純損失(△）  178 2.8 △      111 △2.0 302 2.2

 前期繰越利益  371 464  371

 中間（当期）未処分利益  550 352  673
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項   

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日 

前事業年度 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

(1）有価証券 

同  左 

 

 

 

 

 

 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格に基づ

く時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

 (2）たな卸資産 

未成業務支出金 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

同  左 

(2）たな卸資産 

同  左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

 建物(付属設備を除く）

38～50年 

 器具及び備品 

５～15年 

(1）有形固定資産 

同  左 

(1）有形固定資産 

同  左 

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア 

 社内における利用可能

期間（５年）に基づく定

額法 

その他 

 定額法 

(2）無形固定資産 

同  左 

(2）無形固定資産 

同  左 

 (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同  左 

(3）長期前払費用 

同  左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同  左 

(1）貸倒引当金 

同  左 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日 

前事業年度 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異（1,591百万円）について

は、15年による按分額を費

用処理しております。 

 また、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法

により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理するこ

ととしております。 

───── 

 

 

(2）退職給付引当金 

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「「退職

給付に係る会計基準」の一

部改正」（企業会計基準第

３号 平成17年３月16日）

及び「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正に関す

る適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17

年３月16日）を適用してお

ります。これによる営業利

益、経常利益及び税引前中

間純利益に与える影響はあ

りません。 

 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差

異（1,591百万円）について

は、15年による按分額を費

用処理しております。 

 また、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法

により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 

 

───── 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日 

前事業年度 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同  左 同  左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理方法 

同  左 

消費税等の会計処理方法 

同  左 

 

会計処理方法の変更  

前中間会計期間 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用し

ております。 

 これにより税引前中間純利益は、11 百万円減少して

おります。 
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注記事項等 

 
     

（中間貸借対照表関係） 
     

期  別 
項  目 

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日現在） 

前事業年度末 
（平成17年９月30日現在） 

１．有形固定資産の減価償

却累計額 

1,277百万円 1,322百万円 1,287百万円

 ２．偶発債務  従業員の銀行提携融資制度に

よる金融機関からの借入金に対

する保証 

 従業員の銀行提携融資制度に

よる金融機関からの借入金に対

する保証 

 従業員の銀行提携融資制度に

よる金融機関からの借入金に対

する保証 

                   111百万円                   106百万円                   114百万円

 ３．消費税等に係る表示  仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺の上金額的重要

性が乏しいため流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

同  左 ───── 

      

      

（中間損益計算書関係）      

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日 

前事業年度 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日 

１．営業外収益の主な内容    

 受取配当金         60百万円 受取配当金         70百万円 受取配当金         60百万円

２．特別利益の内容    

 ───── 固定資産売却益       18百万円 ───── 

３．特別損失の内容    

 ───── 役員退職慰労金      154百万円

減損損失           11百万円

───── 

 ４．減価償却実施額    

有形固定資産 44百万円 42百万円 89百万円

無形固定資産                  17 13 33 
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（リース取引関係）       

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日 

前事業年度 
自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料中間期末残

高相当額 

２．未経過リース料期末残高相

当額 

 １年内 25百万円 １年内 22百万円 １年内 23百万円

 １年超 25 １年超 33 １年超 36 

 合計 50 合計 55 合計 59 

 ３．当中間期の支払リース料、

減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

３．当中間期の支払リース料、

減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

３．当期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相

当額 

 支払リース料 20百万円 支払リース料 13百万円 支払リース料 39百万円

 減価償却費相当額 19 減価償却費相当額 13 減価償却費相当額 37 

 支払利息相当額 0 支払利息相当額 0 支払利息相当額 1 

 ４．減価償却費相当額の算定方

法 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

４．減価償却費相当額の算定方

法 

  リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同    左 同    左 

 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

同    左 同    左 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成 17 年３月 31 日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

 
当中間会計期間末（平成 18 年３月 31 日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前事業年度末（平成 17 年９月 30 日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

 
取 得
価 額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

器具及
び備品 92 46 46

無形固
定資産 11 2 8

合計 103 49 54

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

器具及
び備品 110 71 39

無形固 
定資産 41 31 10

合計 152 102 49
 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

 百万円 百万円 百万円

器具及
び備品 96 46 49

無形固 
定資産 44 35 8

合計 141 82 58


